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１ 指針の目的と県有施設の現状等 

(1) 目的 

本県ではこれまで、厳しい財政状況や県有施設のストック状況などを踏まえ、平成 14 年（2002

年）12 月に「神奈川県県有施設長寿命化指針」を策定し、建替新築による施設整備から、既存施

設の有効活用による施設整備へと転換を図り、また、平成 23 年（2011 年）３月には「県有地・県

有施設の財産経営戦略」を策定して、県有施設の利活用と効率的な維持管理に取り組んできた。 

こうした中、全国的に高度経済成長期に整備された公共施設の老朽化対策が大きな課題となり、

また、人口減少等により公共施設の利用需要が変化していくことが予想されていることから、「新

しく造る→賢く使う」ことへの重点化が課題との認識のもと、国においては、平成 25 年（2013 年）

11 月に「インフラ長寿命化基本計画（以下、「基本計画」という。）」を決定した。 

この「基本計画」では、国や地方公共団体等が一丸となってインフラの戦略的な維持管理・更

新等を推進していくとし、地方公共団体については「公共施設等総合管理計画を策定するととも

に、同計画に基づき、道路や庁舎といった個別施設類型の特性を踏まえ、個別施設計画も策定し

ていく」ことが期待されるとの考え方が示された。 

これを受け、本県では、持続可能な公共施設整備を行っていくため、「県有地・県有施設の財産

経営戦略」の考え方を継承する形で、平成 29 年（2017 年）３月に県が所有するすべての公共施

設を対象に「神奈川県公共施設等総合管理計画」（以下、「県総合管理計画」という。）を策定し、

庁舎等施設や道路施設等の個別施設類型ごとに、維持更新費の縮減を図るための具体的な取組み

を盛り込んだ個別施設計画の策定等を行うこととしたところである。 

そして、このたび、庁舎等施設については「神奈川県県有施設長寿命化指針」による取組を受

継ぎつつ、「県総合管理計画」に示された基本理念等に基づき、個別施設計画の作成等による施設

の効率的な維持管理と利活用・更新に取組んでいくため、「神奈川県県有施設長寿命化指針」を改

正し、「神奈川県庁舎等施設長寿命化指針（以下、「県長寿命化指針」という。）」として個別施設

計画作成の際の共通ルールも定めた指針と位置付けるものである。 
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(2) 対象範囲 

 本指針は原則として、県総合管理計画の個別施設類型の庁舎等施設（建築物、付帯設備及び擁

壁などの工作物）を対象範囲とする。 

 なお、リース※・ＰＦＩ※事業で整備される施設についても対象とする。 

※ リース：民間が建設した施設を地方公共団体等が貸借し、期間終了後に所有権を移転する手法 

※ ＰＦＩ：公共施設等の建設、製造、改修、維持管理若しくは運営又はこれらに関する企画の全部又は一部に、

民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用する手法 

 

(3) 個別施設計画の作成単位等 

 計画単位等の個別施設計画の作成にあたって必要となる共通ルールは「県長寿命化指針」に定

め、個別施設の状態や老朽化対策の実施時期等の個々の個別施設固有の個別的事項は個々の施設

ごとの個別施設計画に定めることとする。 

ア 計画作成の単位 

個別施設計画は、各施設の維持管理・更新等に係る取組状況や利用状況等に鑑み、個別施設の

メンテナンスサイクルを計画的に実行する上で最も効率的・効果的と考えられる計画単位を設定

して作成することが求められていることから、庁舎等施設の個別施設計画については、計画の作

成単位を個々の施設ごととする。 
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イ 記載事項 

 「基本計画」及び「県総合管理計画」を踏まえ、個別施設計画の記載事項は、対象施設、計画

期間、老朽化対策の優先順位の考え方、施設の状態等、老朽化対策の内容・実施時期、老朽化対

策の費用、施設の方向性※を必須事項とする。 

※  施設の方向性：施設アセスメントの結果を踏まえ、施設ごとにその方向性を、維持継続、改修改善、集約転

用、建替継続、廃止のいずれかに決定する。 

なお、施設アセスメントとは、「立地の利便性」や「維持管理コスト」「耐震性」など様々なデータを基に、

施設の活用度合いや性能について客観的に評価を行うものである。 

 

ウ 計画期間 

個別施設計画に定める「老朽化対策の内容・実施時期」は、将来の老朽化対策コストの見通し

を立てる際、計画期間を長くするほど長期間の見通しを得ることができる一方で、短くするほど

見通しの精度は高くなる。 

このため、個別施設計画の対象施設が庁舎等施設であることを踏まえ、計画期間は「10 箇年程

度を標準」とし、計画が途絶えることのないよう適切な時期に逐次見直しを行うものとする。 

 

(4) 施設の現状と課題 

本県では、これまで地方分権の推進や行政システム改革により、国・市町村・民間との役割分

担の見直しや県機関の集約化等を行ってきており、これにあわせて県有施設も、移譲、用途廃

止、不要財産処分を進めてきた。一方、本県のさまざまな事業を円滑に実施するためには、依然

として一定の施設面積の確保が必要であり、県有施設の整備及び管理を的確に進めていく必要が

ある。 

建築物の企画・設計、建設、維持管理から除却にいたる、いわゆるライフサイクルの中では、

業務内容や施設整備基準の変更、事業規模の拡大などに対応するため、施設に求められる機能が

変化することがあり、本県では、施設機能の見直しの時期に、設備機器や仕上材等耐用年数の短

い建築部材の老朽化が重なり、建築後 30 年程度で建て替えを行う例が多く見られた。 

 このような傾向と県有施設のストックの状況（経過年数、老朽化の状態等）を踏まえ、従来型

の建替新築では相当規模の整備費用が見込まれることから、厳しい財政状況に対応した整備手法

への転換が課題となり、また環境面からも建て替えに伴う建設廃棄物の発生を抑制することが課

題となっていた。そこで、本県では、「神奈川県県有施設長寿命化指針」を策定し、既存施設の

有効活用を図っていくことで、これらの課題への対応を行ってきたところである。そして、現在

の県有施設のストック状況を概観すると次のような状況となっていることから、庁舎等施設につ

いては、高度経済成長期に建設された施設の統廃合の検討と併せて、いわゆるバブル期以降に建
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設された施設の長寿命化に特に力を入れていく必要がある。 

・ 平成 28 年（2016 年）3 月時点で所有している建築物の床面積の合計約 688 万㎡のうち、庁

舎等施設は約 108 万㎡であり、県有施設全体の 16%を占めている。 

・ 本県では、昭和 40 年代から昭和 50 年代にかけて、集中的に県有施設の整備を行った結果、

庁舎等施設は建設後 30 年を経過する施設が約半数を占めている。 

・ 庁舎等施設の建設時期をみると、高度経済成長に伴う昭和 41 年（1966 年）～昭和 50 年

（1975 年）に全体の３割が建設されているとともに、バブル期以降、1990 年代にも３割が建

設されている。 

【県有施設の主な施設規模と状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 個別施設類型 主な施設規模 老朽化の状況 

県
有
施
設 

庁舎等施設 223施設、1,313棟、約 108 万㎡ 建築後 30 年以上の建物が約 53% 

警察関連施設 647施設、1,005棟、約 47 万㎡ 建築後 30 年以上の建物が約 54% 

公営住宅 204施設、2,203棟、約 266 万㎡ 建築後 40 年以上の建物が約半数 

学校施設 175施設、 933棟、約 223 万㎡ 建築後 40 年以上の建物が約 4割 

■ 県有施設床面積：約 688 万㎡（所有ベース）  平成 27 年度（2015 年度）末時点 

＊ 上記４つの個別施設類型の「主な施設規模」は、以下を除外している。 

「廃止した施設」「PFI 事業により運用している施設」「県有施設を無償貸与し、法人で管理運営している施設」 
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２ 維持更新に関する基本的な考え方 

 県総合管理計画に示された「基本理念」と、維持更新費の縮減・平準化に併せて進めるとされ

ている「収益確保の取組」を踏まえ、施設の「維持更新に関する考え方」を、次のとおり定める。 

 

「基本理念」 

県民が安心して安全かつ快適に利用できる公共施設等（品質）を、経済的なコスト（財務）

で適切に提供（供給）する 

「収益確保の取組」 

公民連携により、未利用施設の有効活用や合築等での整備手法に民間資金や技術、ノウハウ

を導入し、維持更新費の縮減・平準化を図るとともに、収益を確保し維持更新費等へ充当する 

 

・  県民サービスとして求められる施設水準を確保しつつ、適時適切な施設の保守点検や修繕

の実施により長寿命化を図るなど、施設の老朽化対策を進め、維持更新費の縮減・平準化を

図る。 

・  老朽化対策を進めるにあたっては、施設の耐震性・利用状況、耐用年数等も踏まえ、施設

の規模やその必要性について、集約転用や廃止による施設の最適配置を視野に入れた施設ア

セスメント等により検討を行い、長寿命化を図り維持する施設や集約転用・廃止を進める施

設など、施設ごとにその方向性を明確化する。 

・  老朽化対策は、施設ごとに定めるその方向性が廃止や建替とされているものについては最

低限の機能維持のための修繕を、それ以外のものについては、それぞれの方向性に即して予

防保全的に長寿命化のための修繕を行い、メリハリをつけて進める。 
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３ 県長寿命化指針の目指すもの 

 (1) 施設の財産価値の保全、施設性能の維持 

 建築物は適切な維持管理が行われた場合には、その性能を保持し続けることが可能であるが、

不十分な場合には性能の低下を招く。性能の低下が進み、例えば外壁の落下や電気設備の漏電な

どに至れば、施設使用者の安全を直接脅かすことになる。また、地震や台風などの外力から建築

物やその内部を守る性能、火災による延焼拡大を防ぐ性能の低下などは、平時には目立たなくと

も災害の拡大につながりかねない。さらにこうした建築物の基本的性能の確保に加えて、業務の

円滑な実施に資するためには、施設用途に応じた機能性を確保する必要がある。 

 これらの諸機能は時間の経過とともに低下するが、その全部若しくは一部が機能しなくなれば

施設の財産価値は失われる。建築物の劣化、機能の低下を放置することにより、業務の実施や事

業目的の達成に支障を生じることとなれば、初期投資が無駄になる恐れすらある。県民の財産で

ある公共財産の管理者として、建築物を適切に維持管理することにより、経年劣化に対する財産

価値の保全を図るとともに、安全性、機能性等の施設性能を常に良好な状態に維持する。 

 

(2) 事業の効率的な執行、ライフサイクルコストの縮減 

 建築物は多数の部材から成り立っており、それぞれ耐用年数が異なる。劣化を避けるためには、

適時適切な措置を講じる必要があるが、維持管理方法の違いやその適否によって、建築物の寿命

とライフサイクルコスト※にも大きな違いが生じる。適切に維持管理した建築物は、そうでない建

築物よりも後年度に要する費用が抑制され、結果としてライフサイクルコストが縮減される。 

 また、劣化は継続的に進行しているため、点検によって不具合を早期に発見し、修繕費用が逓

増する前に対応することが有効である。 

 一般的に、竣工後十数年程度経過すると、次第に不具合の箇所が増えてくるため、不具合の発

生毎に事後対応すると、頻繁に修繕工事を実施することになる。また、改修工事では、外壁改修

における外部足場仮設工事、配管工事における仕上げ材の撤去等の「道連れ」工事など、目的物

の改修に付随する工事が占める割合も多くなる。従って関連する工事を一度に集中して行うこと

（例えば、点検保守等の維持管理業務に修繕工事を組み合わせること、近接部位の工事を同時施

工すること）など事業を効率的に執行することにより、仮設費低減、道連れ工事抑制等のコスト

縮減が可能となり、使用者や利用者に対する騒音・臭気等の影響も低減できる。 

 県有施設のストック状況からは、今後も修繕・改修工事需要の増加が予想されるが、施設用途、

使用状況、将来計画、劣化状況等を勘案した工事の前倒しや後ろ倒し等、計画的な修繕・改修工
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事を実施することにより、財政支出の平準化を図ることができる。 

 さらに、適切な維持管理の実施、定期的な劣化診断による状況把握及び計画的修繕の実施によ

り、劣化の進行を最小限に抑制し、修繕及び維持管理コストを縮減するとともに、改修工事・建

替工事の適切な選択により、建築物のライフサイクルコストを縮減する。 

※ ライフサイクルコスト：建物の企画・設計から除却に至るまでに要する費用の総額 

 

(3) 地球環境保全 

 建設廃棄物は、産業廃棄物総量の約２割、産業廃棄物最終処分量の約３割を占めている。また、

建設廃棄物の約４割が建築工事に伴い排出される建築系廃棄物で、そのうちの約６割から７割を

建築解体廃棄物が占めている。現在、建築・解体除却工事により発生する廃棄物については、発

生抑制や再資源化、再生資源の利用など、様々な取り組みがなされているが、再生資材の用途が

限られるなど課題も残している。 

 こうしたことも踏まえ、施設の長寿命化は、建替新築工事に代えて既存施設の改修工事で施設

整備需要に対応することにより、建設廃棄物の発生を抑制するとともに、省エネルギー対策や環

境負荷低減対策等の機能改善工事の的確な実施とあわせて、建物の建設・管理・除却を通して排

出される二酸化炭素の合計量であるＬＣＣＯ２（ライフサイクルＣＯ２）の発生を抑制し、地球

環境保全に貢献する。 

 

４ 長寿命化実現のための取組 

(1) 施設整備の方向 

ア 既存ストックの有効活用の推進 

 県有施設においては、量的充足から質の追求へという大きな時代変化もあり、施設性能水準向

上への対応（例えば、福祉施設における居住部分の水準向上、医療施設における最新医療機器の

導入など）や老朽化した設備の更新のため、建築後 30 年程度で建て替えを行ってきた例が多い。

その結果、使用者・管理者においては「30 年程度が建て替えの時期」との認識が一般的になって

いる。しかし、鉄筋コンクリート造の構造躯体の寿命は 60 年～100 年程度とされているため、こ

の寿命に至るまでの間は、施設性能水準の維持・向上を図る改修工事を行うことにより、新たな

施設整備需要に対応することが可能である。また、従前の用途に対する社会的な需要がなくなっ

たとしても、用途変更による新たな活用も可能である。 

 そこで、今後、新たな施設整備を必要とする場合は、施設の総量縮減及び維持更新費縮減の観
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点から、施設の規模や必要性を検討のうえ、合築等による建替や集約転用など既存施設の利活用

を含めた検討を行う。 

 

イ 機能改善（リノベーション）工事の的確な実施 

経済社会の発展に伴い、建築物に求められる施設性能水準（要求性能）は竣工時点に対して、

通常、時間を経過するほど高くなる。また、使用者・利用者が許容できる性能の限界レベル（許

容限界性能）も同様に高くなる。 

 機能的劣化により建替新築を余儀なくされるような事態を未然に防止し、建築物の長寿命化を

図るためには、施設の性能水準の変化に対応するためのリノベーション工事を的確に実施する必

要がある。 

 機能改善（リノベーション）工事は大きく、次のように区分される。 

 ① 特定の建築物において事業内容の変更若しくは社会的劣化・機能的劣化に対応するために

実施する工事 

   事例としては、研究施設において、新たな研究対象が設定されたため、間仕切り等内部仕

上げの変更を行う工事や空調設備・給水設備等必要な設備を付加する工事、福祉施設におい

て、入居者の居住環境改善など、新たな施設整備基準に対応するための工事等である。 

 ② 建築物一般において社会環境の変化に対応するために実施する工事 

   事例としては、地震災害対策としての耐震補強工事、非常用発電設備設置工事、環境負荷

低減対策としての特定フロン使用冷凍機取替工事、バリアフリー対策工事及び省エネ対策工

事等、県有施設として一定の基準や計画に基づき実施する工事等である。 

機能改善（リノベーション）工事は一般的に大規模改修工事となるため、仮設経費の低減や道

連れ工事の抑制などのコスト縮減効果を上げられるよう、いくつかの修繕工事を同時期に行う計

画とすることが効果的である。 

機能改善（リノベーション）工事は、社会ニーズの変化に起因するため、建設時点、あるいは、

ライフサイクルの途中の時点において、今後どのような工事が必要になるか、長期的に予測する

ことは必ずしも容易ではない。特に、①に区分される工事は、施設毎に要求内容が異なるため、

将来必要となる性能水準をあらかじめ想定しておくことは困難である。一方、②に区分される耐

震補強工事や特定フロン使用冷凍機取替工事などは、対象施設が広範で膨大な事業量となること

から、中長期にわたって行われる場合が多く、計画的な実施になじむものといえる。 

いずれにしても、機能改善（リノベーション）工事の発生原因となる法規制の改正、社会情勢

の動向に注意を払うとともに施設利用者のニーズ把握に努めて、中期的な予測を行い、工事が必
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要と見込まれる場合は、長期修繕計画、個別施設計画に工事実施時期を位置付けて、今後予定さ

れる修繕工事や他の機能改善（リノベーション）工事との整合を図るとともに、施設の将来利用

形態を勘案して、関連工事を同時期に施工するなど、計画的、効率的な工事執行を図ることとす

る。 

また、建築物を長寿命化するためには、各部材の更新周期が重なる建築後 30 年前後に大規模な

改修工事を実施することが有効であることから、将来的な利用計画が明確な施設については、建

築後 30 年を目安に機能改善（リノベーション）工事の必要性の有無やその内容をあらかじめ検討

した上で長期修繕計画、個別施設計画の作成を行うものとする。 

性能                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 適切な維持管理の推進 

(ｱ)  建築物の維持管理 

本県では、県有財産の維持管理は個々の財産管理者の責務とされている。維持管理業務は、建

物の点検、設備機器の運転・点検・保守、警備、清掃、修繕など非常に多岐にわたるため、財産

管理者が建物の管理に必要な情報を漏れなく把握するには多大な労力を要する。加えて予算上の

制約もあり、適切な維持管理が実現できていない例も見受けられる。 

また、維持管理は、多数の関係者が長期間にわたって取り組む業務であることから、建築物に

関する情報を体系的・継続的に引き継ぐ必要があるが、現時点では断片的な情報管理に留まって

リノベーション工事 

改修工事 

要求性能 

初期性能 

許容限界性能 

今後の維持管理 

従来の許容限界性能 従来の維持管理 
建 替 

時間 
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いる例が多いことも課題である。 

建築物の劣化は竣工した日から始まる。建物の機能を適正に保つための維持管理も竣工の日か

ら必要となる。外壁は風雨にさらされ劣化し、機械設備や電気設備は日常運転により、摩耗・消

耗する。建築物は雨漏りがしていたり、停電していたり、空調が効かなかったり、床が著しく汚

れていては求められるサービスが適切に提供されているとは言えない。建築物が有する機能を充

分に発揮して、常時適切な状態に維持するためには適切な維持管理が必要不可欠である。 

適切な維持管理を行うことにより、良好な室内外の環境が維持されるとともに、異常の早期発

見・早期対応を通じた不具合の拡大抑制、タイル落下事故のような災害の未然防止、建築部材の

耐用年数の向上などが可能になる。そして、これらの結果として、建築物のライフサイクルコス

トに占める割合の高い維持管理経費の縮減を図ることができるという考え方で維持管理に取組む。 

(ｲ) 維持管理計画の整備 

 建築物を長期間にわたり適切に維持管理していくために、維持管理計画の作成が必須であるが、

その作成のためには維持管理の情報の収集及び管理、長期修繕計画の作成が重要となる。 

 維持管理の情報には大きく分けて、建物を引継ぐ際の建物引継情報と維持管理をしていく過程

で発生する維持管理情報に区分することができる。建物引継情報には建物概要、設計主旨、設計

与条件、設計者、工事施工者、官公庁届出書類、竣工図書、使用材料・設置機器一覧表等がある。 

 また、維持管理情報には、維持保全体制、年間保全計画書、事故及び修繕記録、運転監視・保

守点検記録、水光熱費記録等がある。 

また、建築物は長期にわたるライフサイクルの中で、修繕工事や改修工事が必要となるので、

いつ、どの程度の修繕工事を行うかをあらかじめ予測し、検討しておくことが重要である。 

このため、長期修繕計画と個別施設計画の作成が重要となるが、計画が効率的・効果的に作成

できるよう建物引継情報や維持管理情報を継続的に整理しておき、計画と一体的に情報管理を行

っていく。そして、これらを施設ごとの維持管理計画と位置づける。 

 

 

 

 

 

 

維持管理計画：財産管理者が整備 

維持管理情報  【毎年度更新】 
（竣工時からの維持管理過程での情報）   
 運営管理（運営管理方針、保守点検） 

コスト管理（水光熱費、施設管理費用） 

建物引継情報 
（企画段階から竣工時までの情報） 

建物概要、設計主旨、建築仕上、 
設計性能、使用材料、設備機器 

長期修繕計画 ：財産管理者が作成  
【５～10 年毎に適時更新】 

目標耐用年数までの修繕計画 

個別施設計画   ：財産主管課が財産管理者と連携して作成  
【５～10 年毎に適時更新】 

10 箇年程度の修繕計画 
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【維持管理業務の体系】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ※ 計画修繕工事（Ａ） 

 機能低下が業務や施設に与える影響が大きく、劣化してしまう前に実施すべき工事。屋根防水、外壁、

外部建具、受変電設備、自動制御設備、熱源機器、空気調和器、タンク・水槽類、エレベータなど。 
  ※ 計画修繕工事（Ｂ） 

機能低下が業務や施設に与える影響が小さく、劣化が現れてから対応する工事。内部仕上（天井、壁、

床仕上）など。 
※ 大規模改修工事 
   建築部材及び設備機器の大部分が建築後３０年で更新時期を迎えた時等に行う大規模な改修を一時期

に行う工事。 
※ 機能改善工事 

 耐震補強工事、バリアフリー対策工事、環境対策工事などの個別の政策課題への対応や、利用形態の

変更に伴う工事など、施設機能の改善を行う工事。 

  

(ｳ) 計画的修繕の実施 

財産管理者、財産主管課が施設の設置年度、劣化状況を勘案して作成する長期修繕計画、個別

施設計画における修繕実施時期は、統計データによる劣化進行予測に基づいて設定することが多

く、実際の劣化が気象条件や稼働時間、稼働環境の違いにより大きく異なることも考えられるこ

とから、当初立てた計画に、機械的に従って修繕工事を実施することは、結果として無駄が生じ

る場合のあることにも留意すべきである。 

 長寿命化を図る建築物※については、５～10 年毎に必要に応じて適時劣化診断を実施し、劣化

状況を把握して、維持管理計画の見直しを行う。 

 目視による外観調査や保守点検の報告書により不具合箇所を発見することは可能であるが、修

繕対象箇所、必要範囲の特定には技術的、専門的な判断が求められる。配管の腐食箇所を取り替

維持管理 維持保全 保 全 

修 繕 

機能改善 

清掃・害虫駆除・環境衛生管理 

運転監視・日常点検 

定期保守点検（法定/自主） 

保安警備 

植栽管理 

緊急修繕 

劣化診断 

計画修繕工事（Ａ）※ 

計画修繕工事（Ｂ）※ 

大規模改修工事※ 

機能改善工事※ 
個別施設計画対象範囲 
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える場合、全面的に更新するのか、部分取り替えで済むのかでは、工事費に大きな違いがでてく

る。より効果的な修繕工事のために、必要に応じて精密な劣化診断を行い、修繕工事の対象を絞

り込むことが必要である。 

 既存ストックが老朽化している現状では、長期修繕計画、個別施設計画の作成により、膨大な

修繕工事や改修工事の需要が顕在化することになる。個々の施設において優先順位を考慮した効

果的な長期修繕計画、個別施設計画の策定と実行に努めると同時に、県全体としても、すべての

対象施設を短期間で施工することには限界があることから、施設用途、将来計画、劣化度、危険

性、業務への影響度等、修繕の有効性を踏まえて、総合的に修繕工事の優先度を判断する「施設

修繕優先度判断基準」（P20～21 ５推進方策（3）参照）により、効率的な修繕工事を実施する。 

※ 長寿命化を図る建築物：施設ごとに定めるその方向性が廃止や建替とされているもの以外の建築物 

 

(2) 施設の基本的性能 

長寿命化実現のための施設整備に際して、施設の基本的な性能を定め、その水準を確保する。 

ア 目標耐用年数 

 建築物の使用期間を明確にしないままに長寿命化することは、改修工事のタイミングや使用部

材、適用工法の選択等を誤ることになり、ライフサイクルコストを増大させる恐れがある。こう

したことから、計画作成時に目標耐用年数の設定が必要となる。 

建築物は多数の部材から成り立っており、それぞれ耐用年数が異なる。各部材の実質的な耐用

年数は、塗装部分で３～５年と比較的短く、防水部分は 10～15 年、設備機器は 20～30 年程度が

多い。また、物理的な耐用年数の他に、社会的な耐用年数も考えられる。 

これらの耐用年数の中で最も長いものは構造躯体である。構造躯体の残存耐用年数を残したま

ま建て替えることは、現存している財産価値を処分することともいえる。一方、例えば鉄筋コン

クリート造の建築物ではコンクリートの中性化の進行などにより劣化した構造躯体を再生するに

は、多大な費用を要するから、歴史的建築物の保存の目的以外では、費用対効果を十分検証する

必要がある。こうしたことから、構造躯体の寿命を建築物の耐用年数と考えることが妥当であ

る。 

「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会 著）によれば、鉄筋コンクリート造（普

通の品質の場合）の建築物の目標耐用年数の代表値は 60 年で、その範囲は 50～80 年とされてい

る。 
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表 建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

用途 

構造種別 

鉄筋コンクリート造 

鉄骨鉄筋コンクリート造 
鉄骨造 

ブロック造 

れんが造 
木造 

高品質の場合 普通の品質の場合 
重量鉄骨 

軽量鉄骨 
高品質の場合 普通の品質の場合 

学校 
官庁 

Ｙ0 100 以

上 
Ｙ0  60 以上 Ｙ0  100 以上 Ｙ0  60 以上 Ｙ0  40 以上 Ｙ0  60 以上 Ｙ0  60 以上 

住宅 
事務所 
病院 

Ｙ0 100 以

上 
Ｙ0  60 以上 Ｙ0  100 以上 Ｙ0  60 以上 Ｙ0  40 以上 Ｙ0  60 以上 Ｙ0  40 以上 

店舗 
旅館 

ホテル 

Ｙ0 100 以

上 
Ｙ0  60 以上 Ｙ0  100 以上 Ｙ0  60 以上 Ｙ0  40 以上 Ｙ0  60 以上 Ｙ0  40 以上 

工場 Ｙ0  40 以上 Ｙ0  25 以上 Ｙ0   40 以上 Ｙ0  25 以上 Ｙ0  25 以上 Ｙ0  25 以上 Ｙ0  25 以上 

表 目標耐用年数の級の区分 

     目標耐用年数 

級（Ｙ0） 

代表値 範囲 下限値 

Ｙ0 150  150 年 120～200 年 120 年 

Ｙ0 100 100 年  80～120 年  80 年 

Ｙ0  60  60 年  50～ 80 年  50 年 

Ｙ0  40  40 年  30～ 50 年  30 年 

Ｙ0  25  25 年  20～ 30 年  20 年 

出典：日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」 

 本県の既存施設では、長寿命化に対する特別の措置を講じてはいないことから、日本建築学会

水準の「標準」レベルで設計されたものとみなすことができる。このため、目標耐用年数につい

ては原則として 60 年とし、計画修繕対象施設※については、目標耐用年数を原則として 80 年と

する。 

 新築施設では、当初の設計において目標耐用年数を 10 年程度の短期間から 100 年を越える超長

期間まで選択することが可能であるが、長寿命化の観点から、既存施設の目標耐用年数と同等の

60 年若しくはそれ以上の耐用年数とすることが妥当と考えられる。 

 特に、長期的な行政需要が見込める施設、用途転用による有効活用が可能な施設等の主要な新

築施設の耐用年数は、日本建築学会水準の「長期」レベルである 100 年を目標とする。 

 

2 節 構造体および部材の要求性能  

2.4 耐久性（抜粋） 

ｄ．一般的な劣化作用を受ける構造体の計画供用期間の級は次の４水準とし、その級は、特

記による。（以下、省略） 
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(1) 短期（計画供用期間としておおよそ 30 年） 

(2) 標準（計画供用期間としておおよそ 65 年） 

(3) 長期（計画供用期間としておおよそ 100 年） 

(4) 超長期（計画供用期間としておおよそ 200 年） 

出典：日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コンクリート工事」 

 

 鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造の場合も同様とする。 

 なお、建築物の目標耐用年数は構造躯体の寿命とするが、具体的な施設への適用にあたっては、

行政需要・施設用途・ライフサイクルコストを考慮して、長寿命化すべき施設か否かを検討し、

施設目的に応じた目標耐用年数を設定するものとする。 

※ 一定規模以上の次の建築物 
 ・ 耐震性のある建築後 30 年未満（平成 15 年（2003 年）3 月 31 日時点）の建築物 
 ・ 新築工事、大規模改修工事が竣工した建築物（平成 15 年（2003 年）3 月 31 日以降） 

 

イ 安全性・耐震性 

 建築物の性能のなかで、地震・台風・火災等の災害に対する耐震性・安全性は最も根幹となる

ものである。建築物を使用するすべての人の安全性を確保する観点から、建設時の性能水準を維

持することはもとより、時代の変化にも対応した安全性能の確保が求められる。 

 建築物の劣化に起因する事故は、時には人身被害を生じる恐れがあるため、不具合には早急に

対応しなければならない。例えば、外壁落下、漏電による火災、エレベーターの停止などは決し

て起こしてはならないものである。 

 竣工時点では当然のことながら、関係法令、技術基準を満足しているが、安全性等に対する要

求性能の変化に伴い、法令や技術基準が改正され、法令上の既存不適格建築物となっている場合

がある。改修工事の際、安全性に係る既存不適格事項には特に十分な検討を行う。 

 阪神・淡路大震災は、耐震性能確保の重要性を改めて認識させた。そのため、既存施設の耐震

診断及び耐震補強工事の、より一層の推進に努めてきたが、耐震補強工事に関しては、補強に要

するコスト及び耐震壁の設置による使用上の制約が、推進の大きな障害となっている。このよう

な状況の中で、耐震性能の目標水準は、補強コストに大きな影響を与えることから、適切な設定

が必要である。 

耐震建築物計画指針（神奈川県都市部・平成 10 年（1998 年）３月）では、新築建物における

構造部材の「耐震安全性」の目標を、次のとおり設定している。 

 Ⅰ類：大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、人命の

安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。 
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 Ⅱ類：大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、

人命の安全確保に加えて機能確保が図られている。 

 Ⅲ類：大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下は著しくな

いことを目標とし、人命の安全確保が図られている。 

  上記の目標は、施設の有する機能、施設が被害を受けた場合の社会的影響及び施設が立地す

る地域的条件を考慮し、施設を分類した上で、それぞれ定められている。 

  一方、これまでの耐震補強工事にあたっては、補強後の目標性能を、基本的にはＡランク※と

しながらも、個別案件毎に耐震安全性の目標を定めて、設計と工事を実施してきた。 

今後の耐震補強工事については、新築工事と同様、耐震建築物計画指針の考え方（施設用途・

被災した場合の影響等を考慮した構造部材の耐震安全性の分類）に基づき、補強水準を設定する

ことが適切と考えられるので、鉄筋コンクリート造について、次のとおりとする。 

Ⅰ類    Ａランク 

Ⅱ類・Ⅲ類 原則Ｂランク  ただし、次のⅰ～ⅲを満足すること。施設の性格など特殊性に応じ

てＡランクとすることができる。 

ⅰ 必要とする Is 指標値を 0.6 以上とする。 

ⅱ Iski／Isoi 指標比を 0.7 以上かつ構造被害レベルは小破程度とする。 

ⅲ Ct・SD 値を 0.3 以上（≒q 値１以上）とする。 

新築施設においては、耐震建築物計画指針により、耐震性能を確保する。 

※ ランク：三訂・神奈川県防災上重要建築物等耐震診断基準及び耐震性判定指標値（神奈川県 平成 8 年 3 月）

参考 3. 鉄筋コンクリート造建物の構造被害レベル分け基準 
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【耐震補強ランクとの関係】 

 
 

分    類 対象施設 

耐震安全性の

分類 

施設名称  構
造
部
材 

非
構
造
部
材 

建
築
設
備 

災害応

急対策

活動の

拠点と

なる施

設 

災害対策の

指揮及び情

報伝達等のた

めの施設 

災害対策本部及び現地災害

対策本部としての中枢的な

役割を担う施設① 

Ⅰ
類 

Ａ
類 

甲
類 

県庁舎 

災害対策本部が入

居する施設 
防災ｾﾝﾀｰ 

合同庁舎 

 

 

 

応急活動の拠点となる施設

③ 

Ⅰ
類 

Ａ
類 

甲
類 

土木事務所 

救護施設 

医療、救護活動の拠点として

機能すべき施設② 

Ⅰ
類 

Ａ
類 

甲
類 

病院 

上記以外の医療、救護活動を

行うための施設② 

Ⅰ
類 

Ａ
類 

甲
類 

保健所 

避難、収容施

設 

地域防災計画等により、避難

所として位置づけられた施

設④ 

Ⅱ
類 

Ａ
類 

乙
類 

学校施設 

体育館 

公園内建物 

 

物品の安全性確保が特

に必要な施設 

危険物を貯蔵又は使用する

施設及びこれらに関する試

験研究施設⑦ 

Ⅰ
類 

Ａ
類 

甲
類 

放射性物質・病原菌

等保有施設 

 

石油類等危険物を貯蔵又は

使用する施設及びこれらに

関する試験研究施設⑧ 

Ⅱ
類 

Ａ
類 

甲
類 

石油・高圧ガス・毒

物・劇薬・火薬類等

貯蔵施設 

 

人命の安全確保及び生

活上必要な施設 

多数の者が利用する施設及

び介護を必要とする施設⑤

⑥ 

Ⅱ
類 

Ｂ
類 

乙
類 

文化施設 

社会福祉施設 

社会教育施設 

不特定多数の者の利

用施設 

下水道処理施設に係る建築

物⑨ 

Ⅱ
類 

Ａ
類 

甲
類 

下水道施設 

その他の施設 ⑩ 
Ⅲ
類 

Ｂ
類 

乙
類 

上記以外の施設 

 

表の出典：神奈川県「耐震建築物計画指針」（一部修正して掲載）  

※ 地震災害時において機能を残すため重要度に応じて免震レトロフィットの採用を検討する。 

耐震補強水準 

Ａランク※ 

耐震補強水準 

Ｂランク※ 

耐震補強水準 

Ａランク 

耐震補強水準 

Ｂランク※ 

①～⑥は神奈川県「県有施設耐震化の基本方針」（参考）

による防災上重要な建築物、⑦～⑩は耐震建築物計画指針

による施設区分 
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ウ 機能性 

 建築物は、竣工時には快適な環境の保持、良好なサービスの提供が可能であったとしても、劣

化とともに機能が低下することになり、これに対しては、まず、防水性能の維持や建築設備の性

能の維持、例えば、停電や空調設備の不良等による室内環境及び作業効率の低下、施設利用者の

人体への影響の回避等、施設基本性能の維持保全が必要である。特に、県民利用施設については、

快適な環境の保持に努めなければならず、今後の庁舎等施設にあっては、将来における要求性能

の向上対策や、用途転用などの改修工事を容易にする可変性、維持管理のしやすさ（メンテナビ

リティ）の確保も、重要である。 

 建築物としての機能の代表例である防水性能の低下は、構造躯体の寿命を縮めるばかりでなく、

内装材の損傷、漏電など広範囲に影響を及ぼすことから、早期に改善策を講ずる必要がある。 

 また、照明設備、情報通信設備、ＯＡ機器等は現代の施設にとって必要不可欠なものであり、

電気設備なくして業務を行うことはできない。電気の供給停止につながる事故は確実に予防する

ことが求められる。 

 さらに、建築物の室内環境性能の低下は業務効率を引き下げるばかりでなく、施設利用者の健

康にも影響する。このため、以下のとおり対応する。 

・  「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」の定める空気環境の基準（浮遊粉じんの

量、一酸化炭素の含有率、二酸化炭素の含有率、温度、湿度、気流等）の充足に努めるととも

に、適用対象以外の施設についても、施設用途に応じ、基準に準じた性能を確保する。 

・  建築物を使用する人に適切な環境を提供する上で必要な機能である遮音性や照度の確保、室

内空気汚染（シックハウス）への的確な対策も講じる。 

・  給水、給湯、排水設備などの衛生設備の必要性は言うまでもないが、水道法等の法令の基準

遵守に加え、建築後 30 年程度の施設において、給水管の劣化による赤錆の発生が問題となって

いるように、利用者の不快感を生じるような機能低下にも配慮する。 

・  自動火災報知設備、屋内消火栓等の消防設備や非常用発電設備などは、安全性にも直結する

機能として常に良好な状態を維持し、災害時に必要な機能が的確に発揮されるように努める。 

・  以上のような施設基本性能のほか、例えば、外装材の劣化、汚れ等が、構造躯体への影響だ

けでなく、良好な都市景観を維持する上で、周囲に悪影響を及ぼす場合も必要な対応を行う。 

 

エ 省エネルギー性能・環境性能 

 建築物が運用段階で消費する光熱水費等のエネルギーコストは、ライフサイクルコストの約30％

を占めるとされており、エネルギーコストはライフサイクルコストを考える上で、大きな位置を
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占める。このため、建築物の省エネルギー性能・環境性能はランニングコスト縮減の観点からも、

地球環境保全対策からも重要なものとなっている。 

 これまでも「神奈川県環境配慮型公共施設設計指針」により、地球環境に配慮した建築物の設

計に努めてきたが、引き続き、「官庁施設の環境保全性基準」（国土交通省大臣官房官庁営繕部）

等を参考に、環境に配慮した建築計画を推進することとする。また、「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律」に基づいて定められた建築物の一次エネルギー消費量の基準や外皮性能

の基準を満たすよう努める。 

 環境負荷の少ない部材の積極的な使用、廃棄物の発生を抑制する工法の採用なども積極的に行

うこととする。 

 神奈川県環境マネジメントプログラムにおける、地球温暖化防止に向けた率先行動プログラム

では電気の使用量削減を推進している。したがって、既存施設について、維持管理計画により既

存データを使用して、施設の省エネルギー性能について自己診断を実施する。その結果、速やか

に対応できるものは随時実施するとともに、工事による対応が必要な事項については、費用対効

果を検証し、適宜実施するものとする。併せて、環境マネジメントプログラムと整合を図り、自

然エネルギーの活用、LED 照明や節水型器具の採用等、省エネルギー対策を積極的に推進する。 

 

オ ユニバーサルデザイン 

 庁舎等施設は、健常者はもちろんのこと、児童、高齢者、障害者、外国人など多様な利用者が

想定されることから、誰にとっても使いやすいもの、いわゆるユニバーサルデザインでなければ

ならない。そのため、施設の整備にあたっては、「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（ユニバ

ーサルデザイン 2020 関係閣僚会議決定）におけるユニバーサルデザインの街づくりの考え方を踏

まえるとともに、「神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例」で定める整備基準等に適合する

ように施設整備に努め、バリアフリー化を進める。 

 また、施設用途・規模に応じて、敷地内のスロープ・手すり・誘導ブロックの設置等の小規模

な工事を、改修工事の機会を捉えて実施するなど、積極的な対応を行うこととする。また、エレ

ベーター設置等の大規模な工事については、施設の将来計画を勘案し、費用対効果を検証した上

で、バリアフリー化を図るものとする。 

 

５ 推進方策 

 長寿命化実現のための取組を円滑に推進するため、維持管理計画作成ガイドライン等を整備す

る。 
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(1) 維持管理計画作成ガイドライン 

 維持管理計画は、維持管理に関する情報をまとめるもので、維持管理の手引きとするものであ

る。財産管理者が整備することとしている維持管理計画は、設計与条件や使用材料等の建物引継

情報、年間保全計画、運転監視記録、修繕履歴、長期修繕計画等、専門的かつ膨大な情報量とな

る。また、長期修繕計画など専門的な知識が必要となる項目もあるため、これらの情報を体系づ

けて作成及び管理する際の手引きとなるガイドラインを整備する。 

 

(2) 維持管理情報システム 

 維持管理に関する情報を長期間にわたり管理し、日々の保守点検業務の結果や事故の記録など

を随時更新するとともに、定期的な維持管理計画の見直しも必要である。このような情報を紙面

で管理するには限界がある。このため、情報作成は限りなく電子情報化するとともに、竣工図書

等の既存資料も可能な限り電子情報化を図ることが求められる。これらの維持管理情報の管理を

支援する維持管理情報システムを整備する。 

 

(3) 施設修繕優先度判断基準 

 多くの施設が老朽化している現状では、すべての施設が個別施設計画を作成し、実行すると、

改修工事需要は相当膨大なものとなる。厳しい財政状況では、すべての改修工事を同時期に行う

ことは不可能である。一方、工事種別・工事部位を限定して多数の施設を工事することは非効率

である。そこで、将来計画、施設用途、利用状況、劣化状況、危険度、適法性、業務への影響度、

計画修繕の有効性等を勘案して、どの施設から改修工事に着手するかの優先度を判断するための

基準を整備する。 

 

(4) 県有施設長寿命化設計基準 

 建築後 30 年程度で建て替えていた施設を 60 年、80 年、100 年間使用するとした場合、ライフ

サイクルコストにおける施設運営段階の維持管理経費は増大する。また、長寿命化された建築物

では改修工事、機能改善（リノベーション）工事も当然に増加する。こうしたことから、これま

で以上に建設後の維持管理や改修工事を念頭においた設計が必要となるため、県有施設の新築・

改修設計における長寿命化のための設計方針及び具体的な設計性能を整理する。 

 県有施設長寿命化設計基準は、次のことに配慮して設計を行うことを求める。 

○可変性：将来の機能上の用途変更に対応できるように、機械室や配管スペース、階高、設計荷

重等にゆとりを持たせるなど、可変性のあるプランとする。 
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○更新性：建築物は多数の部材から成り立っており、それぞれ耐用年数が異なる。物理的・機能

的劣化の速度が異なる部位について、改修工事の際の道連れ工事を抑制するため、躯

体と設備を分離するなど、更新が容易な構造とする。 

○高耐久性：部材についてはライフサイクルコストが最適であり、耐久性の高いものを選択する。 

○メンテナビリティ（保守性）：清掃や点検、修繕等の維持管理業務を効率的に実施するため、足

場やゴンドラの設置を可能とする等、維持管理を考慮した設計とする。 

○省エネルギー・省資源：自然エネルギーの活用、環境負荷の低減等、省エネルギー対応の設計

とする。 

 

(5)  施設の選別・方向性決定を行う仕組み 

  施設の維持更新費の縮減を効果的・効率的に進めて行くためには、あらかじめ廃止する施設や

建替えを行う施設等を選別して、最低限の機能維持を図る施設と長寿命化を図る施設とに仕分け

た上で、老朽化対策を行っていくことが特に重要である。そこで、この仕分けを目的とした施設

アセスメント等による施設の選別・方向性決定を行う仕組みを構築する。 

 

６ 推進体制 

 財産主管課及び財産管理者は、本指針に基づき、既存ストックの有効活用、機能改善（リノベ

ーション）工事の的確な実施、適切な維持管理の推進に主体的に取り組むこととする。 

 工事主管課等は、既存施設の有効活用の検討や機能改善（リノベーション）工事の実施方法な

ど、技術的検討が必要なものについて、技術協力を行う。 

 

■ 

地
球
環
境
保
全 

■ 

維
持
管
理
業
務
の
効
率
的
な
執
行 

■ 

財
産
価
値
の
保
全
・
施
設
性
能
水
準
の
確
保 

【ガイドライン等の整備】 

維持管理計画作成ガイドライン 
維持管理情報システム 
施設修繕優先度判断基準 
県有施設長寿命化設計基準 

財産主管課・財産管理者 

■ 既存ストックの有効活用の推進 
■ 機能改善工事の的確な実施 
■ 維持管理計画に基づく適切な維持管理の推進 

工事主管課等 

■ 技術協力 

県
長
寿
命
化
指
針 

【長寿命化の推進ための総合調整】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務局 財産経営部 施設整備課 

横浜市中区日本大通１ 〒231-8588  

電話（045）210-1111（代表） 




